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新型コロナウイルスの感染拡大に伴い，我が国では緊急事態宣言による自粛ベースの行動制限など様々

な対策が実施され，人々の行動は半ば強制的に変容した．さらに，このパンデミックによる外出の自粛は，

在宅勤務やオンライン会議の急速な普及をもたらし，我々の働き方やライフスタイルを大きく変化させた．

また，これに伴う移動需要の減少や新型コロナウイルスの感染への懸念から公共交通利用者は減少し，

2021 年 7 月現在において新型コロナウイルス感染拡大前の水準には回復していない．そこで本稿では，新

型コロナウイルス感染拡大前と，2020 年 4 月～2021 年 7 月の 5 時点において，関東地方市民 425 名を対象

に実施したパネルアンケート調査を用いて，パンデミック下における人々の行動変容と心理状態を時系列

で明らかにする．加えて，感染症が人々の交通行動・外出行動などのライフスタイルの変化に与えた影響

を考察する． 
 

     Key Words: COVID-19,behavioral change, anxiety, risk perception, panel survey 
 

 
1. 背景・目的 
 
新型コロナウイルス感染症（以下，COVID-19）

の世界的な蔓延により我が国でも多数の感染者が確

認されている（図-1 参照）1)．これに対して，内閣

総理大臣より「新型コロナウイルス感染症緊急事態

宣言（以下，「緊急事態宣言」とする）」が 2021
年 9 月 18 日までに計 4 回発出され，COVID-19 の感

染拡大を抑制するために，私権制限を伴わない自粛

ベースの行動制限対策を実施してきた．  
これにより，オンラインサービスを活用した在宅

勤務や会議のオンライン化，全国一斉の休校要請な

どにより，通勤と通学の頻度を減らす行動変容がも

たらされた．また，不要不急とされる外出を減らす

要請により人々の買い物や余暇活動が半ば強制的に

変化させられた．こうした，様々な活動で人々の自

粛や行動の変容が現在まで行われている．  
一方で，長期化したパンデミック下において現在

までで 4 回の緊急事態宣言が断続的に実施されたこ

とで，人々の自粛度合いにも変化がみられ「自粛疲

れ」と評されるようになってきた． 
しかし，こうした長期化したパンデミックと断続

的な行動制限対策下における人々の目的別の外出行

動や心理状態の時系列変化は，いまだ十分に明らか

にできているとは言えない． 
そして，度重なる自粛ベースの行動制限対策下に 

図-1 日本における新規感染者数の推移 1) 
厚生労働省オープンデータ: https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/open-data.htmlをもとに作成
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おける人々の行動を把握することは，今後のパンデ

ミック対策を検討する上で重要な知見であると考え

る． 
以上を踏まえ本研究の目的は，2020年 4月～2021

年 7 月に関東地方市民に対して実施した 5 時点のパ

ネル調査より，長期化した COVID-19 パンデミック

下における関東地方市民の(i)心理状態の変化を時系

列で明らかにするとともに，(ii)目的別の外出活動

と交通手段の利用頻度の変遷を明らかにすることと

する． 
 
 
2. 既往研究 
 

COVID-19 における人々の行動に関する研究とし

て，Kamenidou ら 2)の研究では，予防措置行動につ

いて類型化を行い，5 つのグループに分類しその属

性を分析している．しかし，この研究では，具体的

な外出行動に関する研究は行われておらず，衛生行

動のみに着目している． 
我が国における COVID-19 と行動に関する研究と

して，小松崎ら 3)は，COVID-19 下の活動場所とそ

の活動の満足度に着目して調査を行い，勤務形態と

買い物のオンライン化への移行実態を明らかにして

いるが時系列的な変化やその他行動の変化につてい

は明らかにしていない． 
 Paradyら 4)5)の研究では，COVID-19パンデミック

を考慮して，個人の行動変容の意思決定に影響を与

える要因を分析した．調査は，東京都を含む関東地

方を対象に調査会社のモニターにパネル調査を実施

した．その結果，社会的ネットワークの指標とした

他者の外出自粛への認識は，買い物頻度の減少と外

食および余暇活動の自粛率の増加とに関連があるこ

とが明らかとなった．さらに，COVID-19 に対する

恐怖感も行動に影響を与えることがわかったが，そ

の効果は買い物に対する効果よりも外食と余暇活動

に対する効果の方が相対的に大きかったことを明ら

かにしている． 
また，廣井ら 6)は，1 回目の緊急事態宣言が外出

活動抑制や接触回避行動に与える影響を明らかにし

ている． 
さらに，Hara ら 7)は，1 回目の緊急事態宣言時の

行動変容について，感染数が多い都市では，政府に

よる強い規制がなくても，旅行や都道府県間の移動

が大幅に減少したことを明らかとしている．また，

1 回目の緊急事態宣言が解除された直後では，人々

の行動が緊急事態宣言発出前の状態に回復していな

かったことを明らかにしている． 
しかし，これらの既往研究はいずれも非緊急事態

宣言時の外出活動やその後の緊急事態宣言での活動

については明らかにしていない． 
 
 

3. 方法 
 
長期化したCOVID-19パンデミック下における

人々の心理状態と行動変容を把握するために，関東

地方を対象として，Webパネル調査を実施する．  
本パネル調査は，2020年4月～2021年7月の期間に

5回実施しており，いずれも調査会社に委託した

Webアンケート調査である．対象地域は，南関東一

都三県（東京都，埼玉県，千葉県，神奈川県）と北

関東三県（栃木県，群馬県，茨城県）で1回目調査

のみ均等割り付けをして実施した． 
対象者は，性別・年代（20-60代）を均等割り付

けをした（1回目調査時で）800名である．1回目か

ら5回目調査（以下，t1～t5とも表記）までの性別・

年代別・都県別サンプル数を表-1に示す．各回の調

査時期も表中の通りであり，t1がCOVID-19拡大後

で1回目緊急事態宣言初期，t2が1回目緊急事態宣言

の対象地域が全国に変更された時点，t3がCOVID-
19が拡大してきたが緊急事態宣言が発出されなかっ

表-1 アンケート調査概要 

項目 1回目 (t1) 2回目 (t2) 3回目 (t3) 4回目 (t4) 5回目 (t5) 

調査

時期 
開始 

2020/4/7 
終了 

2020/4/11 
開始 

2020/4/23 
終了 

2020/4/30 
開始 

2020/9/10 
終了 

2020/9/17 
開始 

2021/2/2 
終了 

2021/2/16 
開始 

2021/7/2 
終了 

2021/7/9 

サン 
プル 
数 

800名 722名 586名 521名 425名 
男性 

400名 
女性 

400名 
男性 

367名 
女性 

355名 
男性 

299名 
女性 

287名 
男性 

272名 
女性 

249名 
男性 

231名 
女性 

194名 

年代別 

20代: 160名 
30代: 160名 
40代: 160名 
50代: 160名 
60代以上:160名 

20代: 128名 
30代: 144名 
40代: 150名 
50代: 155名 
60代以上:145名 

20代:   82名 
30代: 117名 
40代: 130名 
50代: 130名 
60代以上:127名 

20代:   68名 
30代:   98名 
40代: 119名 
50代: 120名 
60代以上:116名 

20代:   32名 
30代:   78名 
40代: 103名 
50代: 106名 
60代以上:106名 

都県別 

東京都:      177名 
神奈川県:  100名 
千葉県:        70名 
埼玉県:        53名 
栃木県:      120名 
群馬県:      123名 
茨城県:      157名 

東京都:      159名 
神奈川県:    92名 
千葉県:        62名 
埼玉県:        49名 
栃木県:      108名 
群馬県:      111名 
茨城県:      141名 

東京都:      125名 
神奈川県:    79名 
千葉県:        47名 
埼玉県:        38名 
栃木県:        84名 
群馬県:        91名 
茨城県:      122名 

東京都:      108名 
神奈川県:    74名 
千葉県:        43名 
埼玉県:        34名 
栃木県:        74名 
群馬県:        77名 
茨城県:       111名 

東京都:      86名 
神奈川県:  60名 
千葉県:      36名 
埼玉県:      23名 
栃木県:      62名 
群馬県:      64名 
茨城県:      94名 
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た時期，t4が2回目緊急時事態宣言時，t5が3回目緊

急事態宣言解除後である． 
アンケート調査票の項目は表-2のとおりである．

心理状態は，不安尺度，リスク認知である．行動変

容は，目的別の外出活動頻度，交通手段ごとの利用

頻度である．なお，1回目調査では，調査時点の行

動に加えてCOVID-19拡大以前（2020年1月以前，t0
と表記）の行動のふりかえり調査もしている．また，

5回目調査は，心理状態については調査時点で問う

ているが，行動については3回目緊急事態宣言期間

中のことを調査した．これらの，各調査時点の前後

での変化，1回目緊急事態宣言時と2回目・3回目緊

急事態宣言時での変化を平均値の検定および分散分

析により明らかにした． 
なお，分析には5回目調査まで回答していただい

たサンプル（n= 425）を対象とし，分析にはIBM 
SPSS Statistics 26を用いた． 

 
 
4. 結果 

 
(1) 心理状態の変化 

a) COVID-19とその他因子のリスク認知 
「以下の脅威それぞれに関しては，どう思います

か．」として，COVID-19，地震，熱波（猛暑），

がん，インフルエンザ，クルマ，高齢者運転，自動

運転，原子力発電所それぞれを「恐ろしいか」「よ

く知っているか」「コントロール可能か」について

「1. 全くそう思わない ～ 7. 非常にそう思う」の7件
法で尋ねた． 

図-2に未知性（「よく知っているか」の逆転）と

恐ろしさのリスク認知マップ，図-3に未知性とコン

トロール可能性のリスク認知マップを示す． 
まず，COVID-19とその他因子の位置関係に着目

すると，図-2よりCOVID-19の恐ろしさの認知は，1
回目緊急事態宣言発出初期（t1）では，がんより恐

ろしく感じており，地震と同程度であった．しかし，

1回目緊急事態宣言解除後のt3時点では，COVID-19
の恐ろしさは低下し，がんと同程度の認知であった． 
一方， COVID-19の未知性に着目すると，ニュー

トラルな認知を示しており，インフルエンザやがん

と同程度であった． 
未知性とコントロール可能性の図-3から，コント

ロール可能性はがんより高く，インフルエンザより

低い認知であることが分かる． 
COVID-19以外の因子の未知性に着目すると，t1

からt5の時点間で差はみられるが，これがCOVID-
19拡大および緊急事態宣言の影響によるものかまで

は明らかにできていないため，引き続き調査が必要

である．  
また，本分析は5回のパネル調査をすべて回答し

表-2 アンケート調査項目 

調査項目 選択肢 

リスク 
認知 

COVID-19の恐ろしさ 
COVID-19をよく知っている 
COVID-19のコントロール可能性 

1. 全くそう思わない~  
3.どちらともいえない ~ 
5. 非常にそう思う 

不安尺度 
状態不安 
特性不安 
社会的不安 

1.全く当てはまらない ~ 
3.どちらともいえない ~  
5.非常に当てはまる 

目的別の 
外出活動 
頻度 

通勤・通学 
業務（営業・打ち合わせなど） 
日用品の買い物 
日用品以外の買い物 
外食・飲酒（一人で） 
外食・飲酒（仕事・公的イベント） 
外食・飲酒（私的イベント） 
余暇・レジャー（一人で） 
余暇・レジャー（複数人で） 

1. 全く行っていない・

該当していない，2. 週1
回未満，3. 週1回，4. 週2
回，5. 週3回，6. 週4回，

7. 週5回，8. 週6回，9. 週7
回，10. 毎日数回 

交通手段の 
利用頻度 

乗用車 
鉄道 
自転車 
徒歩 
タクシー 
路線バス 

0回,  ～  19回,  20回以上 

 
図-2 リスク認知マップ 恐ろしさ―未知性  

 
 

 
図-3 リスク認知マップ  
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たサンプルのみを使用している．そのため，表-1に
示すように年代や地域が均等ではないことも影響し

ている可能性がある． 
b) COVID-19のリスク認知の検定 

COVID-19のリスク認知について平均値の検定を

行った結果を図-4に示す． 
まず，恐ろしさは，t1とt2との間で上昇し，t2と

t3の間で4.42ポイントから3.95ポイントに減少して

いる．5件法かつ選択肢5を「非常にそう思う」とし

ていることを踏まえると，t1・t2時点では人々の

COVID-19に対する恐怖が非常に高かったことが明

らかになった． 
一方，t3以降において有意差はあるが4ポイント

前後で一定であり，t3以降の恐ろしさの認知は比較

的に安定していたことが明らかになった． 
以上より，1回目緊急事態宣言時には人々の

COVID-19に対する恐怖が必要以上に高まっていた

可能性がある． 
つぎに，図-4の未知性に着目すると，いずれも有

意差はあり増加しているものの，変化量は恐ろしさ

と比べると相対的に安定しており，ニュートラルな

認知であったと考えられる． 
最後に，図-4のコントロール可能性に着目すると，

t3からt5においてt2と比して高まっていたが，ニュ

ートラルに近づいていることやワクチン接種の影響

等も考えられることから，この変化については引き

続き調査が必要である． 
b) 不安感の変化 
状態―特性不安尺度（State-Trait Anxiety Inven-

tory：STAI）は，Spielberger, C.D ら 8)により提唱さ

れた尺度である．状態不安（State-Anxiety）はある

状況下で大きく変動するような状態としての不安で

ある．特性不安（Trait-Anxiety）は，ある個人にお

いて比較的一定していると言われる性格特性として

の不安である．状態―特性不安尺度は，遠山ら9)に

よる日本語訳の尺度が存在し，岩本ら10)により尺度

の妥当性が示されている．状態不安の質問文は「何

か不安である」「神経質になっている」「心に悩み

がある」とし，特性不安の質問文は「難しいことが

重なって，もうどうにもならないと感じる」「物事

を難しく考えてしまう傾向がある」「さほど重要で

も無いことが気になって悩んでしまう」を用いた．

選択肢は5件法（1.全く当てはまらない，2.やや当て

はまらない，3.どちらともいえない，4.やや当ては

まる，5.非常に当てはまる）を使用した． 
また，本研究では社会的不安尺度（Fear of Nega-

tive Evaluation Scale：FNE）についても調査した．

社会的不安尺度は， Watoson, D. and Friend, R. 11)によ

って開発された尺度であり，対人面での不安を測定

する尺度である．また，石川ら12)が日本語に翻訳し

た尺度を作成し，妥当性を検証した．質問文は，

「自分がどんな印象を与えているのかいつも気にな

る」「他の人が私をどう思っているか気にかけない

ほうである」「私の友達が自分をどう思っているか

をあれこれ考えてしまう」とし，5件法（1.全く当

てはまらない，2.やや当てはまらない，3.どちらと

もいえない，4.やや当てはまる，5.非常に当てはま

る）で調査した．分析には，尺度ごとに加算平均を

算出したものを使用した． 
図-5に各不安尺度の平均値の検定結果を示す．状

態不安は，t3の緊急事態宣言解除後にわずかに低下

している．その後，t4とt5時点でも状態不安はほぼ

一定であった．特性不安と社会的不安については有

意差は見られもたものほぼ一定であり，性格特性と

しての不安と対人面での不安は安定していた． 
 

 (2)  目的別の外出活動頻度の変化 

目的別の外出活動頻度は，図-2に示す目的につい

て10個の選択肢から1つを選ばせる形式で尋ねた． 
分析に際して，各選択肢をそれぞれ，全く行って

いない・該当していない = 0，週1回未満 = 0.5，週1
回 = 1，週2回 = 2，週3回 = 3，週4回 = 4，週5回 = 5，
週6回 = 6，週7回 = 7，毎日数回 = 8として週あたり

回数（連続変数）に換算した． 
a) 通勤・通学 

各時点の前後，1回目緊急事態宣言と2・3回目緊

急事態宣言，COVID-19拡大以前と各緊急事態宣言

 
図-4 リスク認知の検定結果 

 

 
図-5 不安尺度の検定結果 
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との間で平均値の検定を行い全てで有意差がみられ

た．その結果を図-6に示す． 
t0（COVID-19拡大以前）においては平均週4.5回

程度であったが，COVID-19拡大によりt1では平均

週4回を下回り（t0からの変化率: -16.0%），1回目

緊急事態宣言が全国に発出されていたt2では，平均

週3回以下に減少（t0からの変化率: -35.7%）してい

たことが分かる． 
その後，1回目緊急事態宣言解除後の感染拡大第

二波時点のt3では，平均週4回程度まで回数が戻っ

ていたことが明らかとなった（t0からの変化率: -
11.8%）． 

そして，2回目緊急事態宣言時のt4では平均週3.5
回程度（t0からの変化率: -23.1%），3回目緊急事態

宣言時のt5ではt1やt3時点と同程度であった（t0か
らの変化率: -14.7%）． 

しかし，これらには各緊急事態宣言の対象地域に

よる影響も存在すると考えられる．実際に2回目緊

急事態宣言では栃木県，埼玉県，千葉県，東京都，

神奈川県が対象であり，3回目緊急事態宣言におい

て関東地方では，東京都のみが対象地域に指定され

ていた． 
そこで，自宅および職場が各宣言の対象地域か非

対象地域かで4つのグループ（どちらも対象地域に

ない，自宅＋職場が対象地域にある，職場のみ対象

地域にある，自宅のみ対象地域にある）に分類し，

分散分析を行った結果を図-7に示す．なお，各グル

ープのサンプル数は表-3のとおりである．  
その結果，t1において職場と自宅が対象地域にあ

る人のほうが通勤通学が1回程度減少しており，非

対象地域ではCOVID-19以前（t0）と同程度の頻度

であったことが明らかとなった． 
また，t5においては，t1において職場と自宅が対

象地域にある人のほうが通勤通学が1回程度減少し

ており，非対象地域ではCOVID-19以前の頻度であ

ったことが明らかとなった．さらに，自宅のみ対象

地域にある人の方が，どちらも対象地域にない人よ

り週1.5回程度有意に減少していた． 
以上より，1回目と3回目の緊急事態宣言は，対象

地域に自宅と職場のある人の通勤・通学頻度を減少

させていた可能性を示している．そして，3回目の

緊急事態宣言では，自宅が対象地域にある人がとく

に通勤・通学頻度が減少していたことが明らかとな

った． 
本分析の留意点として，表-3にあるように自宅の

みの人のサンプル数が少ないため，よりサンプル数

を拡大した統計データとの整合性を調査する必要が

ある． 
b) 業務（営業・打ち合わせなど） 
分析結果を図-8に示す．t0の平均週2回弱からt1で

は週0.5回程度減少していた（ t0からの変化率 : -
19.2%）． 

その後，t2からt3で増加がみられ，t0と同程度の

頻度に戻った．そして，t4とt5ではt0と比べて減少

していたが1回目緊急事態宣言時との有意差は見ら

 
図-6 通勤・通学頻度の検定結果 

 

 
図-7 宣言対象地域別の通勤・通学頻度の比較結果 

 
表-3 対象地域と自宅及び職場別のサンプル数 
自宅及び職場の対象地域 

への所在 
t1 t4 t5 

どちらもない 138 103 196 
自宅+職場 142 178 57 
職場のみ 13 11 40 
自宅のみ 9 10 9 

 

 
図-8 業務頻度の検定結果 

 

 
図-9 日用品の買い物頻度の検定結果 
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れなかった． 
c) 日用品の買い物 

分析結果を図-9に示す．日用品の買い物はt1を除

いて，週2回以上であった． 
また，t1で一度週2回未満に減少したが（t0からの

変化率: -19.2%），t2で週2回以上に戻っている（t0
からの変化率: -10.3%）． 

したがって，日用品買い物はCOVID-19以前から

週2回程度で実施され，緊急事態宣言下でも週2回程

度以下には減らしづらい外出活動目的であることが

明らかとなった． 
d) 日用品以外の買い物 
分析結果を図-10に示す．1回目緊急事態宣言のt1

で1か月に3回程度に減少したが（t0からの変化率: -
27.6%），t3で週1回に頻度が増加していた（t0から

の変化率: -8.9%）． 
その後，t4では再びt1と同程度の頻度に減少して

いた（t0からの変化率: -23.0%）． 
e) 外食・飲酒 
分析結果を図-11, 図-12, 図-13に示す．1回目・2

回目緊急事態宣言下のt1・t4では，3週に1回程度に

減少していたが（ t0からの変化率: t1 -52.5%, t4 -
47.8%），t5時点ではt3と同程度の2週に1回程度の

頻度であった（t0からの変化率: -31.0%）． 
仕事・公的なイベントでの外食・飲酒では， 

COVID-19以前（t0）は，3週に1回程度であったが，

t1, t4の1回目・2回目緊急事態宣言下ではほぼ0回に

減少していた（ t0からの変化率 : t1 -70.8%, t4 -
74.0%）． 
一方で，t3とt5時点ではCOVID-19以前の1か月に1

回程度以下（週0.25回で月1回と計算）の頻度であ

った（t0からの変化率: t3 -37.4%, t5 -53.5%）． 
私的なイベントでの外食・飲酒では，COVID-19

以前（t0）は2週に1回程度であったが，t1, t2, t4, t5
の緊急事態宣言下では1か月に1回以下に減少してい

た（t0からの変化率: t1 -61.4%, t2 -74.6%, t3 -37.0%, t4 
-65.3%, t5 -58.5%）． 

以上より，緊急事態宣言下では複数人での外食・

飲酒の頻度が，COVID-19以前と比して減少してい

たことが示された． 
f) 余暇・レジャー 

分析結果を図-14, 図-15に示す．一人での余暇・

レジャーではCOVID-19以前(t0) は，2週に1回程度

であったが，t1, t4, t5の緊急事態宣言下ではt0の1か
月に1回程度に減少していた（t0からの変化率: t1 -
57.9%, t4 -46.5%, t5 -44.5%）． 

一方で，t3時点では1回目の緊急事態宣言から増

加し，3週に1回程度の頻度であった（t0からの変化

率: t3 -32.4%）． 
複数人での余暇・レジャーは，COVID-19以前(t0) 

では，2週に1回程度であったが，t1, t2, t4の1回目・

2回目緊急事態宣言下では1か月に1回以下に減少し

ていた（t0からの変化率: t1 -66.6%, t2 -83.4%, t4 -
69.8%）． 
一方で，t3とt5では1か月に1回程度の頻度であっ

 
図-10 日用品以外の買い物頻度の検定結果 

 

 
図-11 外食・飲酒（一人）頻度の検定結果 

 

 
図-12 外食・飲酒（仕事・公的イベント）頻度の 

検定結果 
 

 
図-13 外食・飲酒（私的イベント）頻度の検定結果 

 

 
図-14 余暇・レジャー（一人）頻度の検定結果 
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た（t0からの変化率: t3 -41.8%, t5 -41.1%）． 
 

(3) 交通手段の利用頻度 
交通手段の利用頻度は，表-2の要領で，t0, t3, t4, 

t5の各時点について調査した．それぞれの交通手段

ごとに各時点での加算平均を算出した後，t0時点の

利用頻度を1とした時の変化率を南関東と北関東の

別に算出した．結果を図-16に示す．なお，タクシ

ーと路線バスについては平均頻度が1回未満/週であ

るため本分析からは除いた． 
南関東では，t3時点では，4章2節で外出頻度がt0

より減少していたにもかかわらず，乗用車と自転車

の利用頻度がt0より増加していた．一方で，鉄道の

利用頻度は，t3ではt0から2割程度減少しており，そ

の後のt4, t5時点でもt0から3割程度減少していたま

まであった． 
北関東では，t3時点で鉄道と自動車の利用頻度が

減少していた．自動車の利用頻度はその後，t4とt5
時点でt0と比して2割程度頻度が減少しており，鉄

道は4割程度頻度が減少していた． 
以上から，1回目緊急事態宣言解除後のt3時点に

おいては，南関東では自動車利用，自転車利用の頻

度が増加していたことが示された．一方で，t4とt5
の2回目・3回目緊急事態宣言時点では，鉄道の利用

頻度が両地域とも大きく減少しており，特に北関東

における減少が著しかったことが明らかとなった． 
つぎに，乗用車と鉄道の利用頻度について通勤・

通学で利用する人に着目して分析した．乗用車と鉄

道ともに，t0時点で週8回以上（往復2回を週4日利

用する人）に絞り分析した．結果を図-17に示す． 
両地域でも鉄道の利用頻度が特に著しく減少して

おり，緊急事態宣言解除後のt3時点でも関東地方で

は，COVID-19以前の5割程度まで減少していた．さ

らに，3回目緊急事態宣言時には北関東において3割
以下に減少していた． 
 
 
6. おわりに 
 
本研究では，関東地方市民のCOVID-19パンデミ

ックによる態度・行動変容を時系列を追って明らか

にすることを目的とした．その結果得られた主な知

見を以下に示す． 
 関東地方市民の COVID-19 への恐ろしさの認知

は，1 回目緊急事態宣言時に非常に高くなって

いたことが明らかになった． 
 通勤・通学においては，緊急事態宣言下で頻

度が平均週 4 回以下に減少していたことが明ら

かになった（t0 からの変化率: t1 -16.0%, t2 -
35.7%, t4 -23.1%, t5 -14.7%）． 

 また，非対象地域に自宅と職場がある人の通

勤・通学の頻度は，1 回目・3 回目の緊急事態

宣言時にはどちらもない人よりも回数が週 1 回

程度減少していた． 
 日用品の買い物は，緊急事態宣言下でも

COVID-19 拡大以前と同じく週 2 回程度で実施

しており，頻度が減らしずらい外出活動であ

ることが明らかになった（t0 からの変化率: t1 -
19.2%, t2 -10.3%, t4 -13.2%, t5 -13.9%）． 

 複数人での外食・飲酒は， 1 回目・2 回目緊急

事態宣言時では 7 割程度に減少，3 回目緊急事

態宣言では 5 割から 6 割程度減少しており，緊

急事態宣言下では頻度が 1 か月に 1 回程度以下

に減少していたことが明らかになった．  
 交通手段の利用頻度については，感染拡大第

二波時点において，南関東では自動車利用，

自転車利用頻度が COVID-19 拡大前と比して 2
割程度増加していたことが示された． 

 一方で鉄道の利用頻度は，2 回目緊急事態宣言

 
図-15 余暇・レジャー（複数人）頻度の検定結果 

 

 
図-16 交通手段利用頻度の変化率 

 

 
図-17 通勤・通学における乗用車と鉄道との 

利用頻度の変化率 
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時では COVID-19 拡大前と比して 5 割程度減少

しており，3 回目緊急事態宣言時には南関東で

6 割程度，北関東において 7 割程度減少してい

たことが明らかになった． 
 

本研究において，目的別の外出活動頻度をの時系

列変化を調査したところ，日用品の買い物や業務は，

緊急事態宣言下においてCOVID-19以前の頻度から

の減少が少ないことが明らかとなった． 
さらに，外食・飲酒，余暇・レジャーにおいては，

もともと2週間に1回程度の頻度であり，緊急事態宣

言時には1か月に1回以下の頻度まで減少していた． 
一方で，通勤・通学において緊急事態宣言時に大

きく頻度が減少していたことが明らかとなった．そ

して特に，緊急事態宣言の対象地域に職場がある人

において減少していたことが示された． 
加えて，通勤・通学において鉄道を利用する人が

大幅に減少しており，3回目緊急事態宣言時の南関

東ではCOVID-19以前の4割程度の利用頻度であった． 
しかし，通勤・通学と鉄道利用頻度の減少が

COVID-19感染拡大の抑制になることは本研究では

明らかにできていない．よって，緊急事態宣言の有

用性は引き続き慎重に調査する必要がある． 
また，1回目緊急事態宣言時には不安感が高いこ

とことが明らかとなったが，適度な不安は適切な対

処行動を誘発することがリスク心理学の分野で知ら

ている．反面，不要な不安を煽ることは市民の生活

の質を下げることになるため，厳に慎むべきである． 
したがって，今後は不安感の「適切なレベル」を

模索する必要があると考えられる． 
 
本研究は，関東地方の市民を対象に調査を実施し

ている．そのため，我が国全体の調査結果でないこ

とに留意する必要がある．また，自粛疲れによる行

動の変化など心理状態と行動変容の関係性について

は明らかにできていないため，引き続き調査が必要

である． 
 

謝辞：本研究は，筑波大学「新型コロナウイルス

緊急対策のための大学『知』活用支援プログラム」
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20H02266の助成を受けたものである．ここに記し
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